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1 研究の背景と目的  

1990年代以降，全国で中心市街地の衰退が問題となっ

ている。これら課題解決の為，各地域は中心市街地活性

化基本計画（以下，基本計画）が策定された。2000年の

まちづくり3法の施行以降は法定計画の効果を検証するこ

とが義務付けられているが，その評価には計画範囲全域

を対象とした値が用いられている。一方，欧米の市街地

再生や運営に成果を挙げている手法に，TCMやBIDなどの

エリアマネジメントがある。これらが対象とする平均範

囲は10haであるのに対し，日本の基本計画範囲は167haで

ある(1)。また，フォローアップの効果検証もこの範囲でな

されており，十分な事業効果の検証が行われているが，

事業や政策を効果的に推進する為にはより詳細な範囲で

も検証を行う必要がある。そこで，街の状況を把握する

ため経済状況を表し，詳細な変化を分析できる地価(2)に着

目し，路線価を用いて中心市街地の現状把握を行う2)。さ

らに，町丁目単位（平均5ha）の各事業の実施が路線価に

与えた影響を明らかにすることを目的とする。 

2 既往研究における本研究の位置づけ              

基本計画の達成状況に関する先行研究として，宮下 1)ら

は，基本計画で設定された目標数値の中から，観光関連

目標指標を定義し，フォローアップ報告書により観光関

連の基本計画事業の達成度の分析を行った。しかし，把

握した目標指標は観光関連だけであり，多様な目標指標

の傾向を網羅しているわけではない。また，これらの指

標は計画範囲全体で平均化された値でしか評価されてお

らず，町丁目や通りといった詳細なスケールでの評価は

なされていない。そこで本研究では，第一期大分市中心

市街地活性化基本計画で実施された事業が路線価に対す

る影響の特徴と課題について明らかにする。 

3 研究の方法 

第1期大分市中心市街地活性化基本計画の計画区域を対

象範囲とし，大分駅南北エリア計34エリア（図1）に分け

て考察した。さらに，第1期大分市基本計画計画範囲内の

路線価について比較を行った。次に，第1期大分市基本計

画計画範囲を対象として，計画事業と路線価について分

布の傾向と他のアイテムとの関係について明らかにした。 

4 第一期大分市基本計画の事業分布 

 第一期大分市中心市街地活性化基本計画に定められた事

業から事業実施個所の分布と事業の施策区分の種別(3)につ

いて整理をした（図 1）。各エリアの事業の施策区分の数

を見ると，全体では総事業数 80 事業のうち，「大分駅北

エリア」では，最多は【商業の再生】の 27 事業となり，

最少は【公共交通機関の利便性】の 9 事業となった。一

方で「大分駅南エリア」の最多は【街なか居住の推進】

の 10 事業となり，最少は【都市福利施設の整備状況】の

1 事業であった。これらより「大分駅北エリア」は【商業

の再生】といったソフト面の事業，「大分駅南エリア」は

【街なか居住の推進】といったハード面の事業が多いこ

とが判明した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 大分市中心部の路線価の変遷               

大分駅北側エリアと大分駅南側エリアの路線価の変遷(4)

を（表 1）に示す。全体でみると，各年平均路線価が 140-

千円/㎡，平均路線価増減率が-6.2%となった。また，2010

年の減少率は-0.5%と平均路線価減少率よりも低い値を示

しているが，2013 年の値は-11.9%となり高い値を示して

いる。また減少率は-12.1%となり，全体で約 1 割減となっ

ていることがわかった。2007 年と 2010 年の間は比較的緩

やかな減少となっているが 2010 年以降に減少傾向が大き

くなっている。2007 年から 2013 年固定資産税路線価減少

率の地図上の分布を図 2 に示す。【街なか居住の推進】事

業が多く実施された大分駅南エリアの平均路線価増減率

は 4%~100%であった。【商業の活性化】事業が多く実施し

た大分駅北エリアの平均路線価増減率は-50%~-20%となっ

ており，事業の実施により路線価の減少率を抑える結果

とはなっていない。ただし，このエリアは他のエリアに

比べ元々路線価が高かったため，減少率も相対的に大き

くなっていることも一因であると考えられる。 

大分駅北エリア 

大分駅南エリア 大分駅南エリア 

図１ 第一期大分市中心市街地活性化基本計画範囲の事業分布 
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6 各事業の実施が路線価に与える影響の特徴 

第一期大分市中心市街地活性化基本計画実施前の 2007

年と，2013 年を比較して算出した路線価減少率を従属変

数として数量化 1 類分析をおこなった。結果を図 3 に示

す。車両通行，アーケードに関するレンジが大きい。こ

のことから，車両の通行が規制されている通り沿いの方

が減少率は低く，アーケードが存在する路線価の減少率

も低いことがわかる。次に事業についてみていく。①市

街地の整備，②商業の活性化,③公共交通機関の利便性の

全ての事業において，事業実施がある路線価は減少率が

低いことがわかる。特に，③公共交通機関の利便性は最

もレンジが大きいが，これは度数分布に偏りがあること

も影響していると考えられるため①市街地の整備状況が、

最も地価の下げ止まりに影響していると考えることがで

きる。以上から，空き店舗対策事業範囲の路線価の減少

率が低い路線の特徴は，1)アーケードがある 2)車の通行

に規制がある 3)市街地の整備状況が実施されていること

いえる。つまり，道路状況に関連したインフラ整備を行

うことが路線価減少に有効であることが推察できる。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 総括 

本研究では，第一期大分市中心市街地活性化基本計画

の事業と，路線価を基に事業が実施された影響について

考察した。大分駅北エリアは【商業の再生】といったソ

フト面の事業，大分駅南エリアは【都心居住の推進】と

いったハード面の 事業が多いことが判明した。また，路

線価の減少率が低い路線の特徴として，1)アーケードがあ

る 2)車の通行に規制がある 3)公共交通の関連事業や市街

地の整備事業が実施されていることが分かった。つまり，

商業の活性化事業よりも，交通インフラに関連した事業

が実施された路線で路線価減少率が低い傾向にある。本

研究では，事業の施策区分に注目したが，今後は各事業

の予算規模と路線価の関連性についても研究を進める必

要があると考えられる。 

【補注】 

(1) 平成 25 年 3 月に経済産業省商務流通保安グループが発表した，「中心市街

地活性化に向けた取組状況」から，中心市街地のエリアの広さと活性化の

関係について述べられている。この中で，中心市街地を設定する際には，

その対象範囲をより小さな範囲を取るべきであるとしている。 

(2) 岡崎ゆう子氏らは社会資本投資，環境要因と地価との関係性を，ヘドニッ

クアプローチを用いて分析を行った。結果，社会資本や環境要因の外部効

果が地価に反映されることを明らかにした。 

(3) 施策区分には以下の 5 つの項目が設定されている。①市街地の整備状況 

②都市福利施設の整備状況 ③街なか居住の推進  ④商業の活性化 ⑤公

共交通機関の利便性 

(4) 国税庁 財産評価基準書路線価図・評価倍率表を参照した。 
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図３ カテゴリースコアグラフ 

 

範囲 項目 単位 2007 2010 2013
2007→
2013

各年平均

平均
路線価

（千円/㎡） 149 146 125 - 140

増減率 （％） - -0.5 -11.9 -12.1 -6.2

平均
路線価

（千円/㎡） 164 157 132 - 151

増減率 （％） - -4.6 -14.8 -18.9 -9.7

平均
路線価

（千円/㎡） 90 103 - 98

増減率 （％） - + 14.8 - 1.4 + 6.7 + 6.7

全体

大分駅
北側
エリア

大分駅
南側
エリア

図２ 2007年から 2013年固定資産税路線価全体増減率 

 

大分駅南エリア 

大分駅北エリア 

大分南エリア 

大分北エリア 

表１ 大分市中心市街地全体の路線価の状況 
-100.0 -50.0 0.0 50.0 100.0 150.0

←減少率が高い 減少率が低い→

アイテム名カテゴリー名 カウント
面積 S<92.6㎡ 323 -9.613

92.5㎡<S<192.4㎡ 239 16.061
192.3㎡<S 251 -2.923

アーケード アーケード無 675 -13.910
アーケード有 138 68.039

角地 角地以外 623 1.309

角地 190 -4.293
商店街 商店街に未所属 471 -0.385

商店街に所属 342 0.530
車 車道なし 403 16.824

一方通行 282 6.892
双方向通行 128 -68.151

歩行者 車道のみ 151 -6.343
歩道有り 316 1.386
歩道のみ 346 1.503

街路樹 樹木無 596 -3.078
樹木有 217 8.453

事業① ①市街地の整備無し 759 -2.413
①市街地の整備有り 54 33.919

事業② ②商業の活性化無し 644 -4.091
②商業の活性化有り 169 15.588

事業③ ③公共交通無し 811 -0.252
③公共交通有り 2 102.143

製造建設 製造建設無 806 -0.325
製造建設有り 7 37.431

インフラ系 インフラ系無 782 0.190
インフラ系有り 31 -4.797

卸小売り 卸小売り無 577 -2.000
卸小売り有り 236 4.890

金融不動産保健金融不動産保険無 761 -0.145
金融不動産保険有り 52 2.115

飲食宿泊 飲食宿泊無 542 -1.536
飲食宿泊有り 271 3.071

生活娯楽 生活娯楽無 667 -2.314
生活娯楽有り 146 10.570

専門サービス専門サービス無 631 1.553
専門サービス有り 182 -5.385

その他 その他無 797 0.290
その他有り 16 -14.452

7.846

レンジ

25.674

81.949

5.602

0.916

84.975

14.742
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36.333
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4.987

6.890

2.260

4.607

12.884

6.938

１番目のレンジの開きが大きいもの
２番目のレンジの開きが大きいもの
３番目のレンジの開きが大きいもの
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